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大阪、平６不49、平10.10.31 

 

命 令 書 

 

 申立人  ユニオン・おおさか 

 

 被申立人 株式会社フレックス 

 

主  文 

 本件申立てを棄却する。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者等 

⑴ 被申立人株式会社フレックス（以下「会社」という）は、肩書地に本

社を置き、コンピュータのソフトウェア開発、システム機器販売等を業

とする株式会社であり、その従業員数は本件審問終結時34名である。 

  なお、会社は、Ｃ（以下「Ｃ」という）の後記３⑴ア記載の復職当時、

大阪市中央区の大阪ビジネスパーク所在のビルに本社を置き、約100名の

従業員を擁していたが、平成６年２月、肩書地に本社を移転した。 

⑵ 申立人ユニオン・おおさか（以下「組合」という）は、肩書地に事務

所を置き、大阪府内の中小零細企業で働く労働者で組織する個人加盟の

労働組合であり、その組合員数は本件審問終結時約130名である。 

  会社には、組合のフレックス支部（以下「支部」という）があり、そ

の組合員数は本件審問終結時Ｃ１名である。 

２ 平成４年のＣに対する懲戒解雇 

⑴ 平成元年２月１日、Ｃは、コンピュータのシステム開発に従事する技

術職として会社に入社し、申立外中山機工株式会社（以下「中山機工」

という）へ派遣され、同社のシステム開発業務においてシステム分析、

概要設計等のいわゆる上流工程を担当していた。 

  同２年８月、Ｃは、中山機工での業務がほぼ終了したため会社に復帰

したが、会社は同人が次に担当すべきシステム開発を受注できず、同人

の技術職としての担当業務がなくなったため、同人を営業部次長として

営業職に配属した。 

⑵ 平成４年８月15日、会社は、Ｃが業務命令に違反したとして同人を懲

戒解雇した。これに対し、Ｃは、大阪地方裁判所（以下「大阪地裁」と

いう）に地位保全及び賃金仮払の仮処分を申し立て、同５年３月29日、

大阪地裁は当該申立てを認容する仮処分決定を行った。 

３ Ｃの復職及び営業担当次長としての勤務状況 

⑴ Ｃの復職 
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ア 平成５年４月23日、会社とＣは、同人の復職について協議し、同年

５月下旬に同人が営業職へ復帰することを合意した。 

イ 平成５年５月25日、Ｃ、会社代表取締役Ｂ（以下「Ｂ社長」という）

及び会社総務部次長Ｄ（以下「Ｄ次長」という）は、Ｃの復職に関す

る打合せを行い、Ｃの復職日は同月27日と定められた。 

  その席上、Ｂ社長はＣに対し、Ｃの役職は現在の会社の組織に営業

部がないため社長直属の営業担当次長とし、給与は懲戒解雇前と同じ

く年俸制として年700万円（月額50万円並びに夏季及び冬季一時金と

して各50万円）を支給する旨を、また、担当業務については、①会社

と業務提携をすることになっていた（当該業務提携契約の正式締結日

は同年６月１日）申立外株式会社レントラックジャパン（以下「レン

トラック」という）のペイ・パー・トランザクション・システム（以

下「ＰＰＴシステム」という）の加盟店募集に係る営業（セールス）

業務であるが、当面はＰＰＴシステム加盟店募集に係る市場調査業務

とする、②ＰＰＴシステムに付随する販売時点情報管理システム（ポ

イント・オブ・セールス・システム。以下「ＰＯＳ」という）として

会社が開発中で同年９月頃完成予定のＰＯＳ（以下、会社独自のもの

を「フレックスＰＯＳ」という）の完成後にはその販売営業業務とす

る旨を説明した上で、具体的には、①ＣにおいてＰＰＴシステムに係

る営業計画を作成し、その実行のための活動計画を同年６月３日まで

に提出すること、及び②日報、週報、週間予定表、面談表、営業活動

報告書をそれぞれ提出することを命じた 

  なお、その際、Ｂ社長はＣに対し、ＰＰＴシステムにレンタルビデ

オショップが加盟した場合、加盟金は１店につき100万円であり、会

社はそのうちの25万円から50万円を代理店手数料収入として得られる

こと等を説明した。 

  レントラックとＰＰＴシステム及びＰＯＳの内容は、次のとおりで

ある。 

(ア ) レントラック 

  レントラックは、米国レントラック・コーポレーションが開発し

たＰＰＴシステムを日本に導入するため平成元年に設立された株式

会社で、同５年７月当時国内で約1,000店のＰＰＴシステム加盟店

を有していた。また、Ｃの復職当時、レントラック及びその関連会

社は、システム開発業務を会社に委託しており、会社の大口の得意

先であった。 

(イ ) ＰＰＴシステム 

  ＰＰＴシステムとは、ビデオテープ及びコンパクトディスク（以

下「ビデオテープ等」という）のレンタルビデオショップ向けの商

品供給方式である。加盟店に対するレンタル方式であるため、レン

タルビデオショップは、メーカーからビデオテープ等を購入して店
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頭に陳列する場合よりも少ない資金で品ぞろえができ、商品回転率

及び利益率が高まる利点を有している。 

① 加盟店となるレンタルビデオショップは、レントラックと加盟

契約を締結し、加盟金及びソフト料をレントラックに支払い、同

社が指定するＰＰＴシステム用のＰＯＳ（以下「ＰＰＴ認定ＰＯ

Ｓ」という）を導入し、ＰＯＳ端末を同社のホストコンピュータ

にオンラインで接続する。 

  また、ＰＰＴ認定ＰＯＳ以外のＰＯＳを既に有するレンタルビ

デオショップは、既存のＰＯＳをＰＰＴシステムに接続するため

のソフトであるレントラック・プロフィット・メーカー・システ

ム（以下「ＲＰＭ」という）を導入することによりＰＰＴシステ

ムに加盟することができる。会社は、平成４年12月頃からＲＰＭ

の開発業務を受託していた。 

② 加盟店は、レントラックにビデオテープ等のレンタルに係る初

期賃料（ハンドリングフィー）を支払い、レントラック経由でビ

デオテープ等のメーカーから一定の期間ビデオテープ等を借り受

ける。 

③ 加盟店は、レンタルユーザーヘビデオテープ等をレンタルし、

その貸出回数に応じて、貸出利益（トランザクションフィー）の

一部をレントラック及びビデオテープ等のメーカーに対して支払

う。 

(ウ ) ＰＯＳ 

  ＰＯＳとは、小売業の店舗等に設置されたコンピュータ端末が読

み取った商品別の売上げ等の情報をホストコンピュータで処理し、

販売・仕入・在庫の管理、経理等の各業務においてリアルタイムで

使用する総合経営情報システムである。 

  Ｃの復職当時におけるＰＰＴ認定ＰＯＳは、大手メーカー等のソ

フトが組み込まれたものであったが、会社は独自のＰＰＴシステム

用のＰＯＳであるフリックスＰＯＳを開発し、ＰＰＴ認定ＰＯＳと

してレントラックから販売することを計画していた。フレックスＰ

ＯＳは、その後、平成６年初頭にレントラックによってＰＰＴ認定

ＰＯＳの認定を受けている。 

ウ 平成５年５月27日、Ｃは出社し、Ｄ次長と未払賃金の精算等の打合

せを行い、翌月３日から出勤することとなった。 

  その席上、Ｃは、会社に労働組合がないことについてＤ次長の意見

を聞いたが、Ｄ次長は返答しなかった。 

⑵ Ｃとレントラックとの業務打合せ 

ア 平成５年５月27日、Ｃは、レントラックの本社において同社の営業

部長Ｅ某（以下「Ｅ部長」という）及び営業部員Ｆ某（以下「Ｆ営業

部員」という）から、ＰＰＴシステム及びその営業についての説明を
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受け、関係資料として、①２年前のレンタルビデオショップの名薄、

店舗情報及び営業状況一覧表、②レンタルビデオショップ向けのＰＰ

Ｔシステムに係るパンフレット、及び③レントラックの会社案内を受

け取った。なお、ＰＰＴシステムのパンフレットには、加盟時に加盟

金100万円及びソフト料が必要であること、ＲＰＭを使用する場合は

ＲＰＭ使用料が月々３万円となること等が記載されていた。 

  その席上、Ｃがレントラックの営業部員に同行して営業活動を実地

に見聞するオン・ザ・ジョブ・トレーニング（以下「ＯＪＴ」という）

を行う話が持ち上がり、Ｅ部長はＣにＯＪＴを積極的に受けることを

勧め、Ｃも「是非お願いします」と答えたので、Ｆ営業部員が同年６

月21日からの週において予定していた営業活動にＣが同行することと

なった。 

  また、Ｅ部長はＣに対し、ＰＰＴシステム加盟店募集に係る市場調

査を１週間から10日の間で実施して、当該調査の第１次報告を１週間

ないし10日後には行うように指示したが、Ｃはこの指示された報告を

行わなかった。 

イ レントラックのＰＰＴシステム加盟店募集業務の当時の代理店数は、

会社を含め十数社であり、会社がレントラックから代理店営業を任さ

れた地域は北大阪地域であった。 

ウ 平成５年６月３日、ＣはＢ社長に対し、「復職における当面のアクシ

ョンプラン」という題名の活動計画（以下「アクションプラン」とい

う）を提出した。アクションプランには、同月から同年８月までの間

におけるＣの活動として、①営業活動の一環である市場調査の方法と

して販売対象を絞り込むためのアンケート調査の実施及び回収結果の

分析、②レントラックの関連会社が経営する優良レンタルビデオショ

ップの見学、③ＰＰＴシステムの仕組み、セールスポイント等に係る

講習会の受講、④当面の主体となる活動としてレントラック営業部員

との同行セールス、が記載され、併せて、⑤復職に伴うあいさつ回り

を行うことも記載されていた。Ｂ社長は、アクションプランに、①企

画と並行してレンタルビデオショップを回り業界の感触をつかむこと、

②レントラックとセールスでダブらないこと、③レントラックとの打

合せが必要であること、の指示を記入した上で、そのコピーをＣに返

却した。 

  以後、Ｃは、調査項目の検討等を行ったが、その期間に、勤務時間

中病気治療のために通院し、会社に対してその旨を届け出なかった。

これについて、Ｄ次長はＣに対し、私事のために外出するときはあら

かじめその旨を断った上で外出するように注意したが、Ｃは、「外出

時に特に断る必要はない。Ｄ次長の役職はＣと同じ次長職で、ＣはＤ

次長の部下ではないから同人に外出の事前届出をする必要はない」と

返答した。 
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エ 平成５年６月７日、Ｃは、Ｅ部長に連絡の上、ＯＪＴの日程調整を

行い、同月22日から24日の間にＦ営業部員からＯＪＴを受けることを

約束した。 

  同月21日、ＣがＦ営業部員にＯＪＴの実施日を確認したところ、Ｆ

営業部員は同月24日の予定であると返答した。これに対し、Ｃは、同

日は診療を受けるため有給休暇取得を予定しているので、ＯＪＴを延

期してほしい旨要望し、ＯＪＴの実施は、後日、日程調整を行うこと

となった。 

  その後、ＣはＦ営業部員に対し、２、３回連絡したが、いずれも不

在のためＯＪＴの日程調整ができなかった。それ以降、ＣはＦ営業部

員に対し、ＯＪＴについて何ら連絡をしなかったので、結局ＯＪＴは

１回も行われなかった。 

⑶ Ｃの調査活動 

ア 平成５年６月21日、Ｃは、摂津市、茨木市、豊中市、高槻市、箕面

市、池田市及び吹田市の北大阪地域に所在するレンタルビデオショッ

プの現地調査を開始した（以下、Ｃのこの調査を「調査活動」という）。 

  Ｃは、「店舗情報」として、①店舗の外部写真、②店舗所在地、③店

舗面積、④ビデオテープ等のレンタル料金、⑤店舗所在場所、駐車場

の有無等の立地条件、⑥店員の応対、店舗の清掃及び商品管理状況、

の各項目から成る調査票を作成し、後記４⑴記載の同年12月22日付け

の同人の配置転換（以下、配置転喚を「配転」といい、同日付けの配

転を「12.22配転」という）に至るまで実働延べ98.5日間にわたって

調査活動を行ったが、この間に同人が店舗情報を作成した件数は135

件程度であった。なお、Ｃの作成した店舗情報には、記入に当たって

店員等と面談を必要とする事項等については記入されていない。 

  この間、Ｃは、一定期日ごとに店舗情報、日報・週間活動報告書（以

下「活動報告書」という）及び週間予定表をＤ次長経由でＢ社長に提

出し、Ｂ社長はその都度活動報告書に指示を記入しそのコピーをＣに

返却した。Ｃは、店舗情報のほかに、店舗情報を集約して、①営業状

況実績一覧表、②ビデオ・レンタル料金一覧表、③店舗面積別貸出本

数一覧表を作成した。 

  しかし、Ｃが行った上記調査活動並びに店舗情報及び営業状況実績

等の各一覧表の作成は、特に専門的な知識・技術を要しない単純なも

のであった。 

イ 平成５年６月23日、Ｂ社長は同月21日及び22日分の活動報告書にそ

れぞれ「面談状況は？」と面談実施を求める指示を記入し、Ｃにその

コピーを返却した。これに対し、Ｃは、同月22日分の活動報告書のコ

ピーに「調査の段階では面談は行わない」と記入して、同月25日に再

提出した。 

ウ 平成５年８月、Ｃは、既に手書きで提出していた同年６月調査分の
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店舗情報をまとめてワープロで清書の上、Ｂ社長に提出した。 

  同月16日、Ｂ社長はＣに対し、再度ＰＰＴシステム加盟店募集に係

る売上計画を作成するよう口頭で命じた。 

  これに対し、同月23日、Ｃは「ＰＯＳシステム及びＰＰＴシステム

の売上計画について」と題する文書を会社に提出した。 

  同文書には、①Ｃは営業マーケット自体並びにＰＰＴシステム及び

フレックスＰＯＳの販売単価及び商品機能について知識を有していな

い、②新規事業であるＰＰＴシステム及びフレックスＰＯＳの販売に

ついては会社全体の長期、中期及び短期の事業計画に基づいて個別販

売計画が策定されるべきである、と記載され、また、売上計画策定に

当たっては、①会社の事業計画及び各プロジェクトのマネージャー以

上が出席する会社の全体会議の資料、②会社のＰＰＴシステム及びフ

レックスＰＯＳに係る営業方針、③新規事業に係る販売組織及び業務

分担、④フレックスＰＯＳに係る販売単価その他の情報、⑤レントラ

ックのＰＰＴシステム販売実績、⑥会社の所有するレンタル・ビデオ

業界の情報、が必要である、と記載されていた。 

  しかし、会社は、このＣの文書については何も対応しなかった。ま

た、Ｂ社長は、同月23日の朝礼でフレックスＰＯＳの開発に係る社内

検討会（以下「ＰＯＳ検討会」という）を行う旨発言したが、Ｃを参

加させなかった。会社は、Ｃの復職以降、同人を全体会議その他の社

内会議に一切参加させていない。 

  Ｃは、12.22配転に至るまで営業計画ないしは売上計画を作成しなか

った。 

⑷ 調査活動の中止の指示及び従業員の賃金カット 

ア 平成５年８月30日、Ｂ社長は、同月23日分の活動報告書に、「何らス

ケジュールとか売上までのストーリーが見えない状況下での調査活動

は無駄なので中止するよう指示したはずなのですが、続けているのは

どういうつもりですか」と調査活動中止の指示を記入してＣにそのコ

ピーを返却したが、Ｃはこの指示に従わず、調査活動を続けた。 

イ 平成５年８月31日、会社のフレックスＰＯＳ開発統括マネージャー

Ｇ（以下「Ｇマネージャー」という）はＣに対し、フレックスＰＯＳ

の開発に反映させるため、Ｃが行っている調査の項目に調査対象店舗

のＰＯＳのタイプ、導入時期等を追加するように申し入れた。Ｃは、

この調査項目の追加依頼があった旨を同年９月１日分の活動報告書に

記入したところ、Ｂ社長はこの活動報告書に、「前回も指示したとお

り現状の作業を中止すること。新しい営業業務を検討中」と指示を記

入した。 

  同月３日、Ｃは、「新しい営業業務を検討中ということですが、特に

決まっていなければＧマネージャーの依頼による北大阪地域の残りの

調査を継続する予定です」と記入してＢ社長に提出し、調査活動を続
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行した。 

ウ 平成５年９月以降、会社は、業績の悪化を理由として、管理職につ

いては賃金の５％ないし20％を、一般社員については５％ないし６％

をカットし、Ｃに対しては月50万円の20％に当たる10万円をカットし

た。なお、役員については、同年４月から報酬の10％ないし25％をカ

ットしていた。 

エ 平成５年10月１日、Ｄ次長は経営管理部部長代理に昇格（以下「Ｄ

部長代理」という）し、Ｃは経営管理部所属の営業担当次長となった

ため、Ｄ部長代理はＣの上司となった。当時、経営管理部に所属して

いた従業員は、Ｄ部長代理、Ｃ、教育等担当マネージャー及び女性パ

ート社員２名の計５名であった。 

  同年10月12日、Ｄ部長代理はＣに対し、今後の調査活動は不要であ

るとして調査活動の中止及び社内待機を指示し、併せて営業以外にし

たい仕事の有無について聴取した。これに対し、Ｃは、ソフトウェア

営業部の営業要員の指導に同人が適任であると返答し、調査活動を中

止した。 

  社内待機期間中において、Ｃに対して特に仕事の指示はなく、同人

はコンピユータ雑誌等を読むだけであった。 

⑸ Ｃの調査活動の再開 

ア 平成５年11月12日、Ｂ社長はＣに対し、「何もしようという気がない

のか」と叱責の上、ＰＰＴシステムの営業活動再開を口頭で命じ、改

めて同人のＰＰＴシステム加盟店募集に係る売上計画や行動スケジュ

ールの作成を指示した。これに対し、Ｃは、「売上計画の策定には、

十分な情報収集及び分析が必要であり、会社の経営計画等の資料が提

供されないと売上計画や行動スケジュールは作成できない」と返答し

た。 

  また、同月15日、ＣはＢ社長に対し、再度売上計画等の策定に係る

必要資料の提供を求める旨の文書を提出したが、会社はこれに対応し

なかった。 

  Ｃは、ＰＰＴシステムの営業活動再開等の命令を受けた後も過去の

調査活動時に作成した資料の集計等を行っていた。 

イ 平成５年11月16日、Ｃは、Ｅ部長に対し、ＰＰＴシステムの営業活

動に再度取り組むと報告し、打合せを行うことを約束した。 

  同月29日、Ｃは、レントラックの本社でＥ部長と業務の打合せを行

った。 

  その席上、Ｅ部長はＣに対し、ＣがＦ営業部員からＯＪＴを受けな

かったことを叱責した上で、レンタルビデオショップ13店舗の名称を

挙げてこれに対するＰＰＴシステムの具体的な営業活動（以下「13店

舗に対する営業活動」という）を行うこと、また、そのほかにＰＰＴ

システム加盟店募集に係る電話営業（以下「テレマーケティング」と
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いう）を行うことを指示し、併せてＰＰＴシステムの資料及びテレマ

ーケティングに係るセールストークの方法を記載したマニュアルを交

付した。 

  これに対し、Ｃは、テレマーケティングのマニュアル中のＰＰＴシ

ステム加盟希望店向けのセミナー開催日程欄が空白であるので、テレ

マーケティング先からセミナー開催日程を聞かれた際に返答できない

として開催日程の教示を要望し、Ｅ部長は開催日程が決まれば連格す

る旨返答した。 

  これ以後、Ｃは、開催日程に係るＥ部長からの連絡を待ち続けるの

みで、13店舗に対する営業活動もテレマーケティングも実施しなかっ

た。しかし、ＣはＥ部長に対し、テレマーケティング等の不実施を伝

えなかった。 

ウ 平成５年12月１日、Ｃは、営業対象店舗が13店舗では少ないとの独

自の判断に基づいて中止前と同様の調査活動を再開した。 

  同月２日、Ｃが調査活動に出発しようとしたときに、社外の路上で、

Ｄ部長代理はＣに対し、「社内に戻って本日の予定表に挙がっている

テレマーケティングをして下さい」と命じたが、Ｃはこれを無視して

調査活動に出掛けた。 

  また、Ｃは、同月３日分の活動報告書に「ＰＰＴシステムの研修会

開催の日程情報が入手できれば教示願います」と記入して提出したが、

Ｄ部長代理はこれに「自分で情報収集すること」と記入し、Ｃにその

コピーを返却した。 

  さらに、Ｄ部長代理はＣにテレマーケティングを行うよう命じたが、

これに対して、Ｃはテレマーケティングができない理由の一つとして

電話機が自席に設置されていないことを挙げた。しかし、Ｃが手を伸

ばせば届く範囲に電話機は置かれていた。 

  Ｃの同月１日の調査再開から12.22配転までの間に同人が店舗情報を

作成した件数は、約10件であった。 

⑹ 支部結成の通告、平成５年年末一時金及び団体交渉 

ア 平成５年12月３日、組合書記長Ｈ（以下「Ｈ書記長」という）及び

Ｃは、支部が結成されＣが支部長に就任した旨の通知書及び次の項目

を記載した要求書をＤ部長代理に手渡した。 

① Ｃに対する同年９月以降の賃金カットの撤回 

② 組合員の賃金、労働条件、配転、処分、解雇等に係る労使の事前

協議による決定 

③ 労働組合法の遵守 

④ 組合事務所及び掲示板の設置・貸与 

⑤ 団体交渉（以下「団交」という）の開催 

この席上、ＣはＤ部長代理に対し、会社の就業規則を見せるように

求め、Ｄ部長代理は就業規則はＣの前の懲戒解雇当時から変更がない
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旨述べたが、Ｃは確認させるようにと申し入れた。 

同月６日、Ｃが再び就業規則の閲覧を求めたところ、Ｄ部長代理は

就業規則を見せなかった。 

イ 平成５年12月15日、会社は全従業員に対し、前年同期の支給月数の

半分に当たる月数の年末一時金を支給し、Ｃに対しては同年９月以降

支給の賃金１か月分の半額相当額である20万円を支給した。 

  なお、会社は、役員に対しては、年末一時金を支給しなかった。 

ウ 平成５年12月20日、組合側はＨ書記長及びＣが、会社側はＢ社長、

Ｄ部長代理等が出席して、第１回団交が開催された。議題は、Ｃの年

末一時金に対するカットの撤回及び組合員の労働条件等に係る事前協

議制の確立であった。 

  その席上、会社は組合に対し、従業員の年末一時金支給について、

会社の業績が悪化したものの努力して前年度の半分を確保した旨説明

したが、組合は業績悪化を示す決算書を見せるように要求した。これ

に対し、会社は、回答を留保した。 

  また、組合は会社に対し、組合員の労働条件等に係る事前協議制の

確立を求めたが、会社がこれを拒否したところ、組合は、「会社とし

て検討してほしい」旨申し入れた。 

⑺ ＰＰＴ代理店契約の解消 

  平成５年12月22日、Ｂ社長、Ｄ部長代理及びＣは、レントラックの本

社でＥ部長と業務の打合せを行った。 

  その席上、Ｅ部長はＣに対し、「13店舗に対する営業活動及びテレマー

ケティングを行わず、また、ＯＪＴを受けなかった」と非難したところ、

Ｃは、「Ｅ部長からテレマーケティング関連のＰＰＴシステムセミナー開

催日程の連絡がなかったのでそのままになった」などと返答した。これ

に対し、Ｅ部長は、「ＯＪＴ等はＣのために行われるもので、Ｃから連絡

をとるのが当然である。ＣにＰＰＴシステムの営業は無理である。この

ような状況では、会社に北大阪地域のＰＰＴシステムの代理店営業は任

せておけない」と非難したので、Ｂ社長は、「これ以上迷惑を掛けられな

い」としてレントラックとの代理店契約の解消の申出を行い、この結果、

会社のＰＰＴシステムの代理店業務がなくなった。 

４ 12.22配転及び配転後の勤務状況等 

⑴ Ｃの非営業職への12.22配転 

  平成５年12月22日午後６時、Ｂ社長は、Ｄ部長代理同席の場でＣに対

し、同人の営業職を解く旨命じ、同人は経営管理部所属は変わらないも

のの営業担当を外され、非営業職へ配転された（12.22配転）。当時、会

社の営業は、Ｂ社長及び他の取締役が担当しており、Ｃ以外の営業専従

者はいなかった。 

⑵ Ｃの禁止命令無視の外出及び活動報告書の不提出 

ア Ｃは、平成５年12月20日から、勤務時間中に会社業務と無関係な知
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人等への年末年始のあいさつをするため外出を始めた。 

  同６年１月10日、Ｄ部長代理は、Ｃに対し、あいさつ回りのために

外出しないように制止し、併せて活動報告書及び業界情報誌から業務

に役立つ情報を整理したレポートを提出するように口頭で命じた。翌

11日以降もＤ部長代理はＣに対し、外出しないように制止したが、Ｃ

はこれを振り切って同月14日まで外出を続けた。 

イ 平成６年１月19日以降、Ｃは、後記５⑴ウ記載の同年４月25日の同

人の配転（以下「4.25配転」という）に至るまで朝夕のみ杜内に在席

するだけで、ほとんど毎日、「情報収集」を行うとして外出を続け、

これを制止する会社命令に従わなかった。Ｃは、命じられた業界情報

誌から情報を整理したレポートの提出を行わず、また、同年１月24日

分以降の活動報告書等も提出しなかった。 

ウ 平成６年１月26日及び同年２月23日、Ｄ部長代理はＣに対し、同年

１月24日以降の活動報告書を提出するように命じたが、Ｃは同月17日

から同月21日の間の活動報告書のコピーが未返却であること及び経営

管理部における活動報告書の書式がないことを理由として提出を拒否

した。なお、経営管理部においては、活動報告書の書式は定められて

いなかった。 

  これに対し、会社は、同年２月28日から同年３月25日までの間に、

活動報告書提出を求める旨の警告書を２回、注意書を３回及び命令書

を１回、Ｃに交付したが、同人はこの間、同年１月17日から同月21日

の間の活動報告書のコピーが未返却であることを批判して、これらの

返却を求める旨の要望書を３回にわたり会社に提出した。同年３月22

日、会社は当該活動報告書のコピーを同人に渡したが、なおも、Ｃは、

会社の対応が不誠実であるとして同月23日及び同月28日に、同年１月

17日から同月21日の間の週間予定表のコピーの返却を求める旨の要望

書を会社に提出した。 

エ 平成６年４月12日、会社はＣに対し、活動報告書の提出を求める旨

の督促状を内容証明郵便により送付したところ、同月18日、同人は任

意に作成した書式で同年１月24日から３月末日までの間の活動報告書

を会社に提出した。 

  この活動報告書によれば、Ｃの外出先とその活動の状況は、次のよ

うなものであった。なお、調査結果を取りまとめたものはない。 

① 百貨店 

  売場調査としてウインドウショッピングを装いながら店内を歩き

回った。 

② 心斎橋筋商店街 

  市場調査として人の流れや年代層を観察した。 

③ 書店 

  売場調査として最近のベストセラーや良く売れている出版物を観
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察した。 

④ 日本貿易振興会 

  海外貿易情報収集として同会の資料関覧室で輸入状況資料を見た。 

⑤ 甲南大学助教授 

  面談に行った（その氏名、専攻については記載がない）。 

⑥ 会計事務所等 

  （会社業務と直接関係のないものであった） 

⑦ 訪問先不在や面会を断られた外出先 

  （訪問先について記載がない） 

また、Ｃは、同年３月10日及び同年６月４日、勤務時間中、当委員

会において行われていた自己と関係のない不当労働行為審査事件の審

問を傍聴していた。 

⑶ 会社の経営状況の悪化 

  平成６年２月15日、会社は従業員に対し、経営の悪化を理由として希

望退職者を募集した。これに対し、当時の従業員83名中35名が応募し、

会社の従業員数は48名となった。 

  また、同月19日、会社は、経費節減のため本社を肩書地に移転し、支

払家賃を移転前の約半分とした。 

⑷ Ｃに対するけん責処分及びこれを巡る団交 

ア 平成６年１月18日、Ｃが勤務時間中経営管理部備付けの会社就業規

則をコピーしようとしたところ、Ｄ部長代理は業務に無関係であると

して拒否した。このため、Ｃは、持参したワープロに就業規則の条文

を入力しようとしたが、Ｄ部長代理がこれも拒否したため、Ｃは就業

規則の条文を筆記した。 

  同年３月25日、Ｄ部長代理はＣに対し、勤務時間中業務に無関係な

就業規則の筆記を行ったとして始末書の提出を求めたが、Ｃはこれを

拒否した。 

  同月29日、会社はＣに対し、上記始末書を提出しなかったとして会

社就業規則第74条第６項の規定に基づき、けん責処分とした。 

  なお、同規定では、社員が正当な理由なく所属責任者の指示命令に

従わなかったときは訓戒、けん責、減給等の懲戒処分とするとされて

いる。 

イ 平成６年１月28日、組合と会社は、Ｃの年末一時金及び同５年９月

以降の賃金に対するカットの撤回を議題として第２回団交を開催した。 

ウ 平成６年２月17日、組合と会社は、Ｃに対する賃金カットの撤回、

希望退職者募集その他を議題として第３回団交を開催した。その席上、

会社は組合に対し、同５年12月期決算において約7,500万円ないし8,000

万円の経常損失が発生したこと及び希望退職者を募集したことを口頭

で説明したが、組合は会社に対し、決算書の提示を求め、会社は当初

これを拒否したが、結局、組合に対して決算書を同年３月末に提示す
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ることに同意した。 

  また、会社は、Ｃの勤務状況が不良である旨述べたが、組合は「従

業員が気分よく働ける環境を作り、また、そのように指導するのが会

社の責任である」旨述べた。 

エ 平成６年４月11日、組合は会社に対し、同月18日に同年度賃上げ等

に係る団交を開催するよう要求書を提出するとともに、同年３月29日

付けのけん責処分に対する抗議の申入書を提出した。 

５ Ｃに対する4.25配転及び懲戒解雇 

⑴ 4.25配転 

ア 平成６年４月19日、Ｄ部長代理はＣに対し、「社長から新しい仕事の

指示があるので外出しないように」と命じたが、同人はこれを拒否し

て外出した。 

  また、同日、Ｄ部長代理はＣに対し、前記４⑵エ記載の同年３月末

までの活動報告書の内容が不備であるから、同人の訪問先の名称、面

談者等を具体的に記載の上、再提出するように口頭で命じたが、Ｃは

「これ以上詳しく書けない」としてこれを拒否した。これ以降、Ｃは、

後記⑶オ記載の同年７月４日付けの同人の懲戒解雇（以下「7.4懲戒

解雇」という）に至るまで、活動報告書を提出しなかった。 

イ 平成６年４月20日及び翌21日、Ｄ部長代理はＣに対し、外出せずに

社内待機するように命じたが、Ｃはこれを拒否して外出した。両日の

夕方、Ｂ社長の妻で経営管理部を所掌していた会社取締役Ｋは、Ｃの

帰社時に同人に対して社内待機命令に従うように注意したが、同人は

これを振り切って退社し、同月22日も同様に外出した。 

  また、同月21日、会社はＣに対し、同人の活動報告書再提出拒否及

び無断外出に係る注意書を交付したところ、同月22日、同人は会社の

対応が不誠実であり、かつ未返却の週間予定表のコピーの返却を求め

る旨の要望書を会社に提出した。 

ウ 平成６年４月25日、Ｂ社長はＣに対し、システム開発部への配転（4.25

配転）及び配転後の業務説明のための社内待機を口頭で命じた。これ

に対し、Ｃが、「組合員の配転については、労使間で事前協議を行い、

労使が同意した上で行う旨の合意が成立しているので、配転について

は組合を通されたい」と述べたので、Ｂ社長が組合員の労働条件等に

係る事前協議制についての同意はない旨返答したところ、Ｃは上記社

長命令を無視して外出した。 

  なお、同月から、会社の組織は、総務、経理等を所管する経営管理

部と、システム開発業務の上流、下流のすべての工程を所管するシス

テム開発部の２部制となっていた。また、4.25配転後、経営管理部に

所属していた従業員は、Ｄ部長代理と女性パート社員１名となった。 

  同月26日、Ｄ部長代理はＣに対し、4.25配転に係る業務命令書を交

付し、併せて会社取締役兼システム開発部長Ｌ（以下「Ｌ取締役」と
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いう）から担当業務の説明を行う旨告げたが、Ｃは、「配転は組合を

通されたい」と返答してこれを拒否し、外出した。また、同日、Ｃは

会社に対し、同旨の要望書を提出した。 

エ 平成６年４月26日、組合と会社は第４回団交を開催し、組合側はＨ

書記長及びＣが、会社側はＢ社長、Ｄ部長代理等が出席した。その席

上、Ｂ社長は組合に対し、「昨日、経営者である自分がＣに対し、業

務命令を発したが、Ｃはこれを無視したので、謝罪文を受け取るまで

は団交できない」旨告げて退席し、この日の団交は打切りとなった。 

⑵ Ｃの直行直帰およびあっせん申請 

ア 平成６年４月27日、Ｃが出社後すぐに外出しようとしたので、Ｌ取

締役は担当業務の説明のために待機するように命じたが、Ｃはこれを

無視して外出した。さらに、同日夕方、ＣはＤ部長代理に対し、「帰

社せずに帰宅する」と外出先から電話し、そのまま帰宅した。 

  同年５月２日、ＣはＤ部長代理に対し、「出社せずに直接自宅から外

出先に出掛けてそのまま帰宅する」（以下「直行直帰」という）と電

話し、Ｄ部長代理の制止を無視して直行直帰した。 

イ 平成６年５月９日、Ｃは、直接自宅から外出先に出掛け、その後帰

社したが、同日午後５時半頃Ｃが退社しようとした際、Ｌ取締役はＣ

に対し、担当業務を説明するので待機するように命じた。これに対し、

Ｃは、「約束がある」としてこれを拒否して退社しようとしたが、Ｌ

取締役は、「明日は担当業務の説明を行うので、出社するか否か明確

にせよ」と申し渡した。しかし、ＣはＬ取締役に対し、「明日のこと

は分からない。あんたに報告する義務はない。会社の使い走りのくせ

に」などと発言した。 

  この発言を聞いた女性を含む５名程度の従業員がＣに対し、「何とい

う言葉遺いをするのか。上司の指示になぜ従わないのか。みんな一生

懸命仕事をしているのに、あなたは毎日何をしているのか」などと批

判したところ、Ｃは自席に戻って組合代理人弁護士に「つるし上げを

されている」旨電話して対応方を相談し、午後６時半過ぎ退社した。 

  同月10日以降、Ｃは、直行直帰を続け、7.4懲戒解雇に至るまで出社

しなかった。 

ウ 平成６年４月28日、組合は当委員会に対し、Ｃの賃金カット撤回等

に係るあっせんを申請したが、同年５月10日、会社は労使間で自主交

渉を行いたいとしてあっせんを辞退した。 

⑶ 7.4懲戒解雇 

ア 平成６年５月10日、会社はＣに対し、4.25配転命令に従わず、直行

直帰と称して出社しないのは業務命令違反であるので業務に就くこと

を命じる旨の業務命令書を内容証明郵便により送付した。 

  これに対し、同月13日、組合及びＣは、①「Ｃに対する同月９日に

おける集団つるし上げ及び同月10日付けの一方的な業務命令に抗議し、
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同月18日の団交開催を求める」旨の組合名の抗議及び申入書、及び②

「つるし上げに抗議し、改善策が示されるまでは出社せず直行直帰を

続ける」旨のＣ名の要望書を会社に提出した。 

  同月17日及び24日、会社はＣに対し、同月10日付け業務命令書と同

旨の業務命令書を内容証明郵便により送付した。これに対し、同月23

日、Ｃは、同人の現在の所属は経営管理部であり、会社が同人の業務

遂行を妨害しないように求める旨の要望書を会社に提出した。 

イ 平成６年５月20日、組合と会社は、同年度賃上げ、定年延長及び就

業規則改訂を議題として第５回団交を開催した。 

  その席上、会社は、前記４⑷エ記載の組合の同年４月11日付け要求

に対し、従業員の賃上げについては検討中であるので応じられない旨

返答した。 

  また、組合は会社に対し、4.25配転命令について問いただし、文書

で説明するように求めた。 

  同年５月27日、会社は組合に対し、4.25配転について、「Ｃの責任に

よるＰＰＴ代理店契約解消のために同人の営業担当業務がなくなり、

営業活動専従者を置く余裕はない。また、経営管理部においても、女

子従業員を削減する必要があるほどでＣに担当させる業務はない。し

たがって、Ｃが入社時に担当していたシステム開発業務に同人を従事

させる」旨の説明書を送付した。 

  これに対し、同年６月３日、組合は、「ＰＰＴ代理店契約解消の責任

は、Ｃを支援しなかった会社にある。今回の配転は労使が合意した事

前協議を経ずして一方的に行われたものであるが、会社が集団つるし

上げ等の対応を正常化すれば配転の協議に応じる」旨の回答書を会社

に送付した。 

ウ 平成６年５月25日、会社は、Ｃを除く従業員に対し、同年４月度賃

金に遡って賃上げを実施した。 

  同年５月31日、組合と会社は、同年度賃上げを議題として第６回団

交を開催した。その席上、会社は、同年度の平均賃上げ額は約5,000

円であるが、Ｃの賃上げについては同人の配転問題が解決するまで回

答できない旨述べた。 

エ 平成６年６月14日、会社は組合に対し、「組合員の労働条件変更等に

係る事前協議の実施に会社は同意しておらず、従業員の配転は会社の

人事権の範囲内の問題であるが、会社としてはＣの配転問題を平和的

に解決するため、労使間で実質的な話合いを行いたい」旨の申入書を

送付した。 

  同月25日、会社はＣに対し、4.25配転命令に違反して不就労であっ

たとして同年６月度賃金から16.5日分をカットして支給した。また、

会社はＣに対し、７月度も賃金カットを行った。 

  同年６月30日、組合と会社は、4.25配転、賃金カットの撤回等を議



- 15 - 

題として第７回団交を開催した。 

  その席上、会社は組合に対し、4.25配転の理由及び経緯を説明し、

「業務命令違反中の給料は支払えない。Ｃが同年７月４日までにシス

テム開発部への配転命令に従わないときは、会社として何らかの処置

を行う」と告げた。これに対し、組合は、Ｃの配転の必要性及び賃金

カットの根拠について納得できる回答があるまで配転に応じられない

と述べた。 

  同年７月１日、組合は会社に対し、第７回団交における会社の態度

に抗議し、併せて同月11日の団交開催を要求する旨の抗議及び申入書

を提出した。 

オ 平成６年７月４日、会社はＣに対し、「4.25配転命令を拒否し、直行

直帰と称して不出社を続けていることは、会社就業規則第76条第２号

及び第５号に違反するため、同条の規定に基づき、懲戒解雇する」（7.4

懲戒解雇）との通知書を内容証明郵便により送付した。 

  会社就業規則第76条は、次のとおり規定してしる。 

「社員が次の各号の一つに該当する行為を行った場合は論旨退職又  

は懲戒解雇になります。（中略） 

２ 正当な理由なく無断欠勤が連続７日以上又は当該月において

通算10日以上に及んだとき（中略） 

５ 正当な理由なく異動、転勤、出向その他の業務命令に従わず、

反抗的な言動をなし業務の運営に支障を生じさせたとき（以下

略）」 

６ 請求する救済の内容 

  組合が請求する救済の内容の要旨は、次のとおりである。 

⑴ 7.4懲戒解雇の撤回、Ｃの営業職への復帰及びバック・ペイ 

⑵ Ｃの平成５年年末一時金並びに同６年６月度及び７月度賃金における

カット分の支払 

⑶ Ｃに対する平成６年度賃上げの実施 

⑷ 誠実団交応諾 

⑸ 陳謝文の手交及び掲示 

第２ 判 断 

１ 7.4懲戒解雇 

⑴ 当事者の主張要旨 

ア 組合は、次のとおり主張する。 

(ア ) 7.4懲戒解雇は、会社から支部を排除するため、唯一の組合員で

あるＣを解雇したもので、次のとおり無効であるとともに、不当労

働行為である。 

(イ ) 会社は、Ｃの復職当時から労働組合嫌悪の意思を有していた。平

成５年５月27日、仮処分決定に基づく復職の打合せにおいて、Ｃが

Ｄ次長に対して労働組合に関する発言を行ったことから、会社はＣ



- 16 - 

に対し、労働組合を組織するおそれのある人物として警戒した。 

  そのため、会社はＣに対し、全体会議にも参加させないなど各種

情報の提供を拒否したまま、ＰＰＴシステム等に係る売上計画の作

成を指示し、それが十分できないとして中止させ、また、同人にフ

レックスＰＯＳの販売をメインでさせるとしながら、実際には全く

関与させなかったものである。Ｃが十分な調査等ができなかったと

しても、その責任は会社にある。 

(ウ ) 平成５年12月３日、組合は会社に対し、従業員の組合加入及び支

部結成を通知し、同月20日、会社との間で第１回団交を開催し、組

合員の配転について事前協議を行う旨の労使合意を確認したが、こ

の直後、会社は、Ｃを営業職から非営業職として経営管理部に配転

する12.22配転を実施し、露骨な組合攻撃を行った。 

  非営業職への配転後、会社はＣに対し、具体的な業務を与えず、

いわゆる「仕事から干す」状態とした上、同人が行った就業規則の

筆記に対してけん責処分を行い、具体的な業務の指示もないのに、

予定表や活動報告書の提出を要求するなど執拗な嫌がらせを行った。 

(エ ) さらに、会社は、嫌がらせに耐えていたＣに対し、労使の事前協

議を行うことなく、人事権を濫用し、同人に不向きなシステム開発

業務の下流工程を担当させるべく、4.25配転を命じた。この配転は

そもそも必要性がなく、Ｃに退職を迫るためのものである。 

  組合が、この件で、当委員会にあっせんを申請したところ、あっ

せんの前日、就業時間終了後に、会社取締役が社員らとともにＣの

退社を妨げ、同人を軟禁状態に置いて誹謗中傷した。Ｃは、このつ

るし上げによって身の危険を感じ、その翌日から直行直帰を行った

のである。 

(オ ) Ｃの直行直帰に対して、会社は、就業規則違反を理由として7.4

懲戒解雇を行ったが、この解雇は、上記の状態において行われたも

ので、正当事由不存在あるいは解雇権の濫用により無効であるとと

もに、組合を嫌悪して支部を排除するために行われたもので、不利

益取扱い及び支配介入である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

(ア ) Ｃに対する7.4懲戒解雇には、次のとおり正当な理由があり、会

社に不当労働行為はない。 

(イ ) Ｃが、ＰＰＴシステム加盟契約の営業担当者として行ったことは、

調査活動と称して、アルバイトでもできることをダラダラと続けた

にすぎず、レンタルビデオショップでは店側との面談さえも全く行

わず、また、基本的なスケジュールや計画について会社から提出を

指示しても一切従おうとしなかった。さらには、レントラックの指

示したＯＪＴ、13店舗に対する営業活動、テレマーケティングにつ

いても全く実行しなかった。このため、会社はレントラックから代
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理店契約を解消されたのである。 

  組合は、Ｃが営業活動に必要な情報や資料が与えられず、社内会

議にも出席を認められなかったと主張するが、ＯＪＴ等こそが情報

を得る手段であったのであり、自らの行動を棚に上げてかかる主張

をすること自体責任逃れである。ＰＯＳ検討会等は技術者の会議で

あったり、各プロジェクトチームが集まって進捗状況を話し合うも

のであるから、Ｃの職務とは関係がない。 

(ウ ) 平成５年から同６年にかけて、会社は、従業員の賃金の減額を実

施し、賞与を例年の半額に減じた上、本社を移転して固定費の削減

を図り、さらに希望退職者を募集して従業員を半減するという措置

をとらざるを得ないという苦境に追い込まれていた。 

  かかる状況において、会社としては、レントラックとの代理店契

約を解消されＣに担当させるべき業務がなくなったため、12.22配

転を行ったものである。 

  しかし、Ｃは、上司の制止を振り切って連日外出し、デパートや

商店街、書店等をブラブラしたり、日本貿易振興会の資料閲覧室で

本を読んだり、個人的な知人を訪問したり等々およそ会社の業務と

無関係な行動をとり続け、その上、会社が要求した活動報告書を指

示どおり提出せず、後に同人が提出した報告書は極めて不備な内容

のものであった。 

  組合は、配転について労使間で事前協議する旨の合意が成立して

いたと主張するが、そのような事実はない。 

(エ ) Ｃが経営管理部において業務と関係のない行動を４か月にもわた

ってとり続けたこと、会社では従業員数が半減する中で、間接部門

である経営管理部の人員を最小限に抑え、実働部門であるシステム

部門に全力を注がねばならない状況にあったこと、また、営業部門

はＢ社長及び２名の取締役で十分対応し得ること等の事情により、

会社はＣに対して4.25配転を命じた。 

  また、4.25配転当時、システム開発部はシステム開発業務を全般

にわたり所管しており、会社は、Ｃにはシステム開発業務の上流工

程に就かせるべく予定していた。 

(オ ) Ｃは、従業員の模範たるべき次長職にありながら、4.25配転命令

を拒否し、システム開発部において全く勤務することなく、平成６

年５月以降直行直帰と称して２か月以上も出社せず、会社への連絡

すらしなかった。組合は、Ｃが他の従業員から集団でつるし上げら

れたため出社できない状況となったと主張するが、つるし上げなど

はなく、そもそもそれ以前からＣは直行直帰を行っていたのである。 

  会社としては、かかる状況を放置できなくなったため、やむを得

ずＣを懲戒解雇したものである。 

⑵ 不当労働行為の成否 
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  組合は、会社がＣに対し、事前協議を行う旨の合意に反して一方的に

12.22配転及び4.25配転を行ったが、これらの配転はそもそも不当なもの

であり、その上に行われた7.4懲戒解雇は正当事由のない無効なもので不

当労働行為であると主張するので、以下検討する。 

ア まず、Ｃの復職後、社長直属の営業担当次長としての勤務状況と12.22

配転についてみる。 

  前記第１、３⑴イ、⑵ア、エ、⑶ないし⑸及び⑺認定によれば、①

会社はＣに対し、復職後の業務として、ＰＰＴシステムの加盟店募集

に係る営業（セールス）業務を命じ、当面これに係る市場調査業務を

命じたこと、②レントラックは業務打合せにおいて、Ｃに対し、店舗

情報、ＰＰＴシステムのパンフレットやレントラックの会社案内等を

渡した上、ＰＰＴシステム営業についてＯＪＴを勧め、Ｃもこれに同

意していたこと、③しかし、ＣはＯＪＴを受けず、平成５年12月に至

るまで調査活動のみしか行わなかったこと、④しかも、Ｃの行った調

査活動は、特段の専門的な知識・技術を要しない単純なもので、調査

した件数もおよそ半年かかって135件程度で平均すれば１日に１件か

ら２件程度にすぎないこと、⑤会社から面談等の営業活動や売上計画

の作成の指示がなされたにもかかわらず、Ｃは「調査の段階では面談

を行わない」としてこの期間営業活動を何ら行わず、また、売上計画

等も作成しなかったこと、⑥さらに、レントラックから13店舗に対す

る営業活動及びテレマーケティングを指示されたにもかかわらず、こ

れらについても一切行わなかったこと、⑦Ｃの勤務態度をレントラッ

クが厳しく非難し、会社にＰＰＴシステムの営業を任せることはでき

ないと述べたことから、Ｂ社長が代理店契約の解消を申し出たこと、

がそれぞれ認められる。これらの事実からすれば、Ｃは会社から指示

された本来の営業活動を行わず、単純な調査活動のみを会社及びレン

トラックの指示を無視して長期間行っていたもので、その結果会社と

レントラックとの間の代理店契約が解消されることとなり、Ｃの業務

とされていたものがなくなってしまったもので、このため、会社はや

むを得ず12.22配転を行ったものと判断されるから、12.22配転には合

理的理由があるというべきである。 

  組合は、会社がＣに営業活動に必要な資料等を提供せず、また、フ

レックスＰＯＳに同人を関与させなかったなど、同人に困難を強いた

旨主張する。確かに、前記第１．３⑶ウ及び⑸ア認定によれば、Ｃが

会社に対し、レントラックのＰＰＴシステム販売実績、フレックスＰ

ＯＳの販売単価、会社の事業計画等の資料を求めたのに対し、会社は

これに何ら対応せず、また、同人を会社の全体会議等に参加させてい

ないことが認められ、会社が同人に対して必ずしも積極的な支援を行

っていたとは認め難い。しかしながら、フレックスＰＯＳはこの期間

にはまだ開発中であって、営業対象とはなっておらず、この期間Ｃが
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取り扱うこととなっていたのはＰＰＴシステムであり、ＰＰＴシステ

ムについては、上記記載及び前記第１．３⑵ア及び⑸イ認定のとおり、

Ｃはレントラックからシステムの説明、加盟金、ソフト料等を記載し

たパンフレット、同社の会社案内、テレマーケティングに係るマニュ

アル等の相当程度具体的な資料を得ていること、及び具体的な店舗名

を挙げた上で13店舗に対する営業活動を指示されていたことが認めら

れ、Ｃはこれらの資料を用いて容易に営業活動をなし得たであろうこ

と、また、ＯＪＴに参加することによってより詳細な業務情報を同人

自ら入手できたであろうことがそれぞれ推認されるから、会社がＣの

要求した資料を提供しなかったとしても、そのことが営業活動や売上

計画立案等に当たって同人に困難を強いたとは認め難く、この点につ

いての組合の主張は採用できない。 

  なお、組合員配転に係る事前協議についてみると、前記第１．３⑹

ウ認定のとおり、第１回団交において、組合は会社に対して事前協議

制の確立について要求したが、会社がこれを拒否したところ、組合は

会社に「持ち帰って検討してほしい」旨申し入れたことは認められる

が、その後、事前協議について労使間の合意が成立したと認めるに足

る疎明はない。したがって、会社と組合の間では事前協議を行う旨の

合意が成立していたとはいえず、会社が事前協議の合意に反して12.22

配転を行ったとする組合の主張は採用できない。 

イ 次に、経営管理部の非営業職におけるＣの勤務状況及び4.25配転に

ついてみる。 

(ア ) 前記第１．４⑵ア、イ及びエ認定のとおり、Ｃは、①平成６年１

月10日、業界情報誌から業務に役立つ情報を整理したレポートを提

出するように命じられたが、このレポートを提出しなかったこと、

②同日以降、あいさつ回りで外出しないように制止されたが、これ

を振り切って同月14日まで外出を続けたこと、③同月19日以降、4.25

配転に至るまで朝夕のみ社内に在席するだけで、ほとんど毎日「情

報収集」を行うとして外出を続け、これを制止する会社の指示に従

わなかったこと、④同月24日分以降の活動報告書を同年４月18日に

至るまで提出しなかったこと、⑤この間、Ｃは百貨店、心斎橋筋商

店街、書店、日本貿易振興会、大学、会計事務所等を訪問したとし

ているが、その調査結果を取りまとめたものはないこと、がそれぞ

れ認められる。これらの事実からすれば、この期間、Ｃは会社の業

務命令に従わずに勝手に外出を続けていたものといわざるを得ない。

組合は、会社はＣに対して、全く仕事を与えず、具体的な指示も行

っていないのに毎日の行動報告を求め、就業規則の閲覧謄写に対し

てけん責処分にするなど辞めさせるための嫌がらせをしていたにす

ぎないと主張するが、会社はＣに対し、業界情報紙から業務に役立

つ情報を整理したレポート作成を命じており、このレポート作成の
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意義がどの程度のものであったかはともかく、同人は、一切これに

従うことなく、毎日会社の制止を振り切って外出していたのであり、

こうした同人に対し会社が毎日の行動報告を求めたとしてもやむを

得ないものと考えられる。 

  また、Ｃに対するけん責処分も、同人が勤務時間中業務に無関係

な就業規則を筆記していたことについて始末書の提出を求められた

のを、同人が拒否したことにより課されたもので、事柄事態は重大

な非違行為とはいえないにしても、当時の同人の勤務態度を併せ考

えると、これら会社の行為が専ら嫌がらせのための行為とみること

はできない。 

(イ )  一方、会社の状況をみると、前記第１．４⑶及び５⑴ウ認定のと

おり、会社は経営状態の悪化により希望退職者を募集し、これに従

業員の４割以上が応じたこと、経費節減のため本社を移転しなけれ

ばならない等経営の立て直しを迫られる状況にあったこと、会社の

組織も経営管理部とシステム開発部の２部制となり、経営管理部の

従業員もＣを除けば２名となり、システム開発部は上流、下流の全

工程を所管することとなったこと、が認められる。 

  このような状況の中で、会社が、もともとシステム開発の一員と

して採用したＣを、経営管理部からシステム開発部に配転をした4.25

配転は、特段不合理なものとはいえず、Ｃに退職を迫るための配転

とは認められない。 

ウ そこで7.4懲戒解雇についてみると、前記第１．５認定によれば、①

会社はＣに対し、システム開発部への4.25配転を命じ、併せて配転後

の業務説明を行うため社内待機を命じたこと、②Ｃは、この業務命令

を拒否して外出を続けたこと、③平成６年４月27日以降、Ｃは帰社す

ることなく直接帰宅し、同年５月２日以降は直行直帰を行ったこと、

④同年５月９日午後５時半頃、Ｌ取締役が退社しようとしたＣに対し、

業務説明のための社内待機を命じた際、Ｃはこれを拒否した上、Ｌ取

締役に対して「会社の使い走りのくせに」などの侮蔑的発言を行った

こと、⑤これを聞いた５名程度の従業員がＣに対してかかる発言及び

同人の勤務態度について批判したところ、Ｃは組合代理人弁護士に「つ

るし上げをされている」と電話した後、午後６時半過ぎに退社したこ

と、⑥同月10日以降、7.4懲戒解雇に至るまで、Ｃは出社せずに直行

直帰を行い、会社業務に全く従事しなかったこと、⑦会社はＣに対し、

再三業務命令書を送付して業務に就くよう命じたこと、⑧同年７月４

日、会社は、Ｃの4.25配転命令拒否及び直行直帰による無断欠勤を理

由として7.4懲戒解雇を行ったこと、がそれぞれ認められる。 

  組合は、Ｃが直行直帰を行ったのは、同年５月９日に軟禁の上つる

し上げを受け、身の危険を感じたためであり、7.4懲戒解雇は解雇権

の濫用であると主張する。しかしながら、そもそもＣの直行直帰は同
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月２日に既に始まっており、同月９日の事件についても、ＣのＬ取締

役に対する侮蔑的発言を契機として起こったもので、その態様も５名

程度の従業員がＣの発言及び勤務態度を口頭で批判したもので、その

際、Ｃは自席に戻って組合代理人弁護士に電話した上で退社したこと

をみても、組合の主張するような軟禁した上つるし上げが行われたと

は認められない。 

  以上のとおり、Ｃは、会社の業務命令に従わずに直行直帰を行い、

債務の本旨に従った労務の提供をしなかったものといわざるを得ず、

会社が就業規則第76条の規定に基づき、7.4懲戒解雇を行ったことは

正当と判断され、会社の不当労働行為は認められない。 

２ 平成５年年末一時金のカット 

⑴ 当事者の主張要旨 

ア 組合は、次のとおり主張する。 

  Ｃに支給された平成５年年末一時金は、同人の復職時の約束の50万

円から30万円をカットされ、20万円の支給であった。 

  これについて、会社は、社員全員に前年の実績を下回る額を支給し

たと主張するが、本件審問においてその支給平均額等の立証を行って

おらず、会社主張は措信し難い。 

  したがって、この30万円の一時金のカットは、Ｃが組合員であるが

ゆえになされた不利益取扱いであり、不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  会社は、経営危機を乗り切るため、全従業員に対して平成５年年末

一時金として前年同期の半分の月数相当額を支給したもので、Ｃに対

しても同年９月度からの同人の賃金月額40万円に同人の前年同期の支

給月数１か月分の半分に当たる0.5か月分を乗じて支給したものであ

り、会社に不当労働行為はない。 

⑵ 不当労働行為の成否 

  組合は、会社がＣの平成５年年末一時金をカットしたことは、同人が

組合員であるためになされた不利益取扱いであると主張する。 

  しかしながら、前記第１．３⑴イ、⑷ウ及び⑹イ認定並びに前記１⑵

イ判断記載のとおり、会社は、①経営悪化のため同年９月から全従業員

の賃金カットを実施したこと、②同年年末一時金についても、全従業員

に対して前年同期の半分に当たる月数相当額を支給していること、③Ｃ

に対しては、復職の協議において年末一時金は１か月相当分と定められ

ていたのであるから、カット率としてはＣも同率であること、が認めら

れる。したがって、会社がＣの平成５年年末一時金をカットしたことは、

Ｃが組合員であることを理由とした不利益取扱いではないものと判断さ

れ、会社に不当労働行為は認められない。 

３ 平成６年６月度及び７月度賃金のカット 

⑴ 当事者の主張要旨 
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ア 組合は、次のとおり主張する。 

  会社はＣに対し、同人が4.25配転に応じないことを理由として平成

６年６月度及び７月度賃金をカットした。 

  しかし4.25配転命令が効力を持たないことは前記１⑴ア記載の主張

のとおりであり、また、Ｃは出社指示に従わないのではなく、会社の

暴力的なつるし上げから身を守るために直行直帰したのであって、会

社業務には従事している。 

  したがって、この賃金のカットは、Ｃが組合員であるがゆえになさ

れた不利益取扱いである。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  Ｃは、平成６年５月以降直行直帰と称して２か月以上出社しない行

動をとり続けていたのであり、同人の勤務状況は債務の本旨に従った

労務の提供とはいい難いものであった。 

  したがって、会社がＣに対し、当該月の賃金を不支給としたことは

当然のことであって、会社に不当労働行為はない。 

⑵ 不当労働行為の成否 

  組合は、会社がＣに対し、平成６年６月度及び７月度賃金をカットし

たことは、同人が組合員であるためになされた不利益取扱いであると主

張する。 

  しかしながら、前記第１．５⑵及び⑶エ認定によれば、①同年５月以

降、Ｃは出社せずに直行直帰を行い、会社の指示した業務に全く従事し

なかったこと、②会社は、これをＣの不就労であるとして、同年６月度

及び７月度賃金から、当該日数分をカットした賃金を支給したこと、が

認められる。このＣの直行直帰は、前記１⑵ウ判断のとおり、債務の本

旨に従った労務の提供とはいえないと判断されるから、会社がＣの同年

６月度及び７月度賃金において不就労があったとして賃金カットしたこ

とに会社の不当労働行為は認められない。 

４ 平成６年度賃上げの不実施 

⑴ 当事者の主張要旨 

ア 組合は、次のとおり主張する。 

  会社は、Ｃが4.25配転に応じないことを理由に、同人についてのみ

平成６年４月度賃金からの賃上げを実施しない。 

  しかし、配転に応じるか否かに関係なく、賃上げ額自体は決定され

るべきものである。また、Ｃの賃金は、１年ごとに賃金額を契約して

いくという意味の年俸制ではなく、賃金の支払形態が年総額いくらと

いう形態で決定されている。 

  したがって、Ｃの賃金は、他の社員と同様に同年４月に賃上げされ

るべきものであり、この賃上げの不実施も同人が組合員であるがゆえ

になされた不利益取扱いである。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 
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  Ｃは、上司の指示を無視して連日「情報収集」と称して外出を続け、

会社業務と全く関係のない行動を４か月にもわたってとり続けたので

あり、その後も２か月以上直行直帰を行ったのであって、到底同人の

賃上げを実施できるような状況にはなく、また、同人の賃金は年俸制

であり、他の従業員と賃金体系を異にしていたものであって、会社に

不当労働行為はない。 

⑵ 不当労働行為の成否 

  組合は、Ｃには、他の社員と同様に平成６年４月に賃上けが決定され

るべきものであると主張する。 

  前記第１．５⑶ウないしオ認定のとおり、①会社はＣを除く全従業員

に対し、平成６年４月度賃金から平均5,000円の賃上げを実施したこと、

②会社は同年５月31日開催の第６回団交の席上、組合に対し、Ｃの賃上

げについては同人の配転問題が解決するまで回答できない旨述べている

こと、③Ｃの賃上げについては、同年６月30日開催の第７回団交におい

ても労使合意が成立せず、7.4懲戒解雇に至ったこと、が認められる。 

  しかし、前記第１．３⑴イ認定によれば、平成５年５月25日における

Ｃの復職に関する打合せにおいて、Ｂ社長はＣに対し、Ｃの給与は懲戒

解雇前と同じく年俸制として700万円を支給する旨説明していることから、

Ｃの賃金は他の従業員と賃金体系を異にするものであったと認められる。

したがって、このような異種の賃金の賃上げについては、他の従業員と

異る新たな合意を必要とするものと解されるところ、会社と組合との間

では上記のようにＣの賃上げを巡って意見が対立し、合意に至らないま

ま同人は7.4懲戒解雇となったもので、この経過に徴すると、同人の賃上

げが実施されなかったのは、同人の勤務態度に原因があり、同人が組合

員であることを理由としたものではなかったと認められるので、本件賃

上げ不実施に関し会社の不当労働行為は認められない。 

５ 団交拒否 

⑴ 当事者の主張要旨 

ア 組合は、次のとおり主張する。 

  会社は、組合が平成５年12月３日に申し入れた団交に同月20日応じ

たが、その席上、Ｃの同年年末一時金のカットに関して十分な説明を

行わず、会社の決算状況について赤字額の概数を述べるにとどまり、

また、組合に対する決算書提出の約束も履行しないなど誠実に対応し

ていない。 

  また、会社は、同６年４月11日に組合が申し入れた団交に同月26日

応じたが、その席上、Ｂ社長が一方的に退席するなど団交を実質的に

拒否している。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  組合の主張する当該要求事項については、団交の結果、労使の見解

が対立して平行線をたどったため進展する余地がなかったものであり、



- 24 - 

会社が誠実に団交を行わなかった事実はなく、会社に不当労働行為は

ない。 

⑵ 不当労働行為の成否 

  組合は、会社が団交に応じたものの、組合に対する決算書提出の約束

も履行せず、また、団交の席から一方的に退席するなど団交を実質的に

拒否したと主張する。 

  確かに、前記第１．４⑶エ及び５⑴エ認定によれば、第３回団交で会

社は組合に対し、平成６年３月末に決算書提示を約束したものの、次回

の第４回団交の冒頭において、Ｂ社長が組合に対し、「Ｃの謝罪文を受け

取るまでは団交できない」旨告げて退席し、第４回団交が決裂し、決算

報告書は提示されなかったことが認められ、このような会社側の交渉態

度に問題があったことは否定できない。 

  しかしながら、前記第１．３⑹ウ、４⑷イ、ウ、５⑴エ及び⑶イない

しエ認定によれば、①同年２月17日開催の第３回団交において、会社は

組合に対し、口頭ではあるが、会社の同５年12月期決算において約7,500

万円ないし8,000万円の経常損失が発生したこと及び希望退職者を募集し

たことを述べ、会社が苦境にあることを説明していること、②第４回団

交は決裂したものの、それ以後も組合と会社は３回の団交を開催してい

ること、また、③第３回団交以降においては、Ｃの勤務状況不良、義務

命令違反及び直行直帰が労使間の大きな問題となっていたこと、が認め

られる。 

  これらの事実からすると、会社の交渉態度に問題はあったものの、全

くの不誠実とまではいえず、さらに会社の交渉態度にはＣの勤務状況及

び同人の業務命令不服従が強く影響している面があり、これらを総合的

に判断すれば、本件に関して会社に不誠実団交の不当労働行為があった

とまではいえないとするのが相当である。 

 

 以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条及び労働

委員会規則第43条により、主文のとおり命令する。 

  

 平成９年10月31日 

      大阪府地方労働委員会 

      会長 由良 数馬  ㊞ 


